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【３　府の関与理由】


悪臭対策と焼却処理困難物に対する広域行政としての役割とリサイクルを広く推進する立場から参画。


これらは本来排出者及び市町村の処理責任であるが、それぞれが個別に実施することが困難であることから、自治法で規定する公益上の必要により、共同処理システムに府費を負担している。








【２　現状と課題】


１施設の老朽化による大規模改修工事が近いうちに必要（現施設は平成７・８年度整備）


２平成７年度施設整備時に、施設整備は原則として公共が行うとしている


　　　前回整備では、工事費約20億円の内、国費2億円


残り18億円を、大阪市3/6、府2/6、その他市町村1/6で負担


３処理委託料が魚粉価格に左右されるため、協議会の負担額が大きく変動するが、現在魚あら販売価格が高止まりしており、当面、処理委託料は発生しない


（H20年度処理料０円、過去最大３億円、過去10年平均１億８千万円）


４府・市町村の財政状況が厳しいため、いつまでも上記処理委託料、設備整備費の負担は困難。


５協議会の設置並びに運営について、府が中心的な役割を果たしてきた。














＜魚あら排出者＞


スーパー、卸売市場等


・事業系一般廃棄物


・府内　約1,800ヶ所





【５　環境農林水産部の方針】


今後の処理方策も定まっていない現時点において、府が急に本共同処理システムから撤退するということを打ち出せば、市町村に混乱と足並みの乱れが生じ、ひいては本共同処理システムが崩壊する可能性が高い。


府内における魚あらのリサイクルシステムは堅持すべき


府としては、排出者負担の導入など行政側の負担軽減につながる、新たなスキームづくりを行うため、市町村と共同して調査を実施したい。














【１　共同処理システムの効果】


１食品残渣の再資源化に寄与


①府内で発生する１／３（スーパー・卸売市場の大部分）の魚あらがこのシステムで再資源化


②食品リサイクル法の再生利用等実施率目標の達成向上に寄与


２悪臭対策に効果


①共同夜間処理（悪臭対策）により悪臭防止に寄与


②各市町村で焼却処理する場合は、各処理施設で悪臭対策が必要


３公社方式や市町村焼却炉で焼却するより経済的手法


①公社共同処理方式(愛知県)や各市町村で焼却処理するより経済的


焼却処理 16.5円/Kg　＞　当共同処理方式 12.2円/Kg


４安定的に処理


①魚あらのリサイクルは製品販売価格の変動リスク及び悪臭対策への設備投資が高額なため、純民間ベースでは成立しにくい(魚粉価格低迷時にほとんどの事業者が廃業)


②行政関与による共同処理委託方式を採ることにより運営できている
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加工生産物


魚粉（飼料）


魚油（燃料等）











＜共同処理施設＞


岸和田フィッシュミール工場


（岸和田市）


昭和５４年操業開始


平成７・８年大規模改修(20.3億円)





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加工生産物





＜共同処理システムのあらまし＞


スーパー、卸売市場などから発生する魚腸骨“魚あら”は腐敗が早く強い悪臭を発し、殆どが水分で焼却炉の完全燃焼の妨げとなる等焼却処理の困難物である。一方、加工により有用物になることから、府、市町村が共同で「大阪府魚腸骨処理対策協議会」を設置し、「小島養殖漁業生産組合（岸和田フィッシュミール工場）」にリサイクル処理を委託している。


生産された、魚粉、魚油は飼料などとして販売され処理費（処理委託料）の一部に充当されている。





＜大阪府魚腸骨処理対策協議会＞


○発　足：昭和62年2月


○構　成：大阪府、府内全市町村、清掃一部事務組合


○目　的：魚腸骨（魚あら）の適正処理


○事　業：魚腸骨の共同処理委託契約


○共同処理委託料：構成員の負担


（負担割合：大阪市55%、府22.5%、その他市町村22.5%）       





売却





魚腸骨共同処理委託契約


魚あら共同処理委託料算定方式


１６．５円／㎏（市町村焼却想定単価）×魚あら処理量


－魚粉売上高　－　(魚油売上高×１０％)





（今後の処理システムの検討内容）


１新たな魚あら処理システムのスキーム構築


　・排出者負担の導入


　・行政関与のあり方（負担軽減）


　・魚粉価格低下時のセーフティーネットの整備


２新スキーム構築に必要な調査


　・適正な施設の規模、内容の精査


　・小島の経営状況分析及び将来の処理経費推計


　・排出者の負担額　などの調査








【４　現時点で府が撤退表明した場合の影響】


１　府の撤退を理由に市町村の足並みの乱れ発生


　・魚あらの排出が無い市町は本システムから離脱


　・焼却へ向かう市町は悪臭問題の発生の懸念


　・焼却不可能な市町の魚あらの処理を他市町が受け入れるか


２　共同処理（リサイクル）システムの崩壊


・府内１８００の魚あら排出者は食品リサイクル法に基づく


リサイクルの受け皿喪失


・２８０００トンのごみが増加、焼却処理によるCO2増加


・収集運搬業者や処理業者が廃業　
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【予算要求額】大阪府魚腸骨処理対策協議会が行う調査委託及び事務費に対する負担金


１，３５０千円（協議会事業総額6,000千円）


（内訳）調査委託負担金　　　１，１２５千円(復活要求分)


事務費負担金　　　　　　２２５千円


共同処理委託負担金　　　　　０千円


魚あら処理の方向性、今後の整備の可否、府市負担割合の検討など、今後の処理方策について検討するため調査を実施








＜収集・運搬＞


全大阪魚蛋白事業協同組合


※運搬料金は排出者負担














